生活支援体制整備事業運営規程

○社会福祉法人登米市社会福祉協議会
生活支援体制整備事業運営規程
平成２８年４月１日施行
（目　的）
第１条　この規程は、登米市生活支援体制整備事業実施要綱に基づき、登米市より社会福祉法人登米市社会福祉協議会（以下「本会」という。）に委託され、登米市生活支援体制整備事業（以下「事業」という。）の適切な運営を確保するために、管理運営に関する事項を定め、適切な地域資源づくりを実現することを目的とする。
（運営の方針）

第２条　登米市民が、住みなれた地域で尊厳あるその人らしい生活を継続できるよう、市民の立場にたって事業を行う。
２　事業の実施にあたっては、介護予防サービスを含め生活支援を適切に確保できるようその調整に努める。

３　事業の実施にあたっては、広く地域住民及び関係機関・団体と綿密な協力関係を築き、情報の共有化を図ると共に協働により地域活動を進める。
（業務内容）
第３条　この事業における業務の内容は、次に掲げるとおりとする。

（１）地域資源等の把握

（２）第１層（市全域）協議体の運営及び生活支援コーディネーター（以下「コーディ

ネーター」という。）の設置

（３）第２層（日常生活圏域）協議体の運営及びコーディネーターの設置

（４）生活支援サービスの担い手の発掘・養成

（５）活動の場の発掘・開発と地域に不足するサービスの創出

　（６）サービス実施情報の提供・周知

（７）市への報告及び提言
（協議体及びコーディネーターの設置）

第４条　この事業を実施するに当たり、下記のとおり協議体及びコーディネーターを設置する。

２　登米市全体をエリア（第1層）とする協議体１及びコーディネーター１名を設置する。

３　日常生活圏域をエリア（第2層）とする協議体５及びコーディネーター５名を設置する。

４　前項に係る協議体及びコーディネーターを設置する圏域は次のとおりとする。

　　１）迫圏域

　　２）登米・東和圏域

　　３）中田・石越圏域

　　４）米山・南方圏域

　　５）豊里・津山圏域

（協議体の目的及び役割等）
第５条　定期的な情報の共有・連携強化の場として設置することで、多様な主体間の情報共有及び連携・協働による資源開発等を推進することを目的とする。

２　協議体の果たす役割は、次に掲げるとおりとする。
　（１）地域ニーズ及び既存の地域資源の把握並びに情報の見える化の推進

　（２）企画、立案及び方針策定

　（３）地域づくりにおける意思の統一

　（４）情報交換の場及び働きかけの場の整備

　（５）その他事業の実施に関し必要な事項

３　必要に応じて、各町域に連絡会を置くことができる。

４　協議体の円滑な運営を図るため、必要に応じて関係機関・団体の担当職員による連絡会をおくことができる。

（協議体の構成及び人員）

第６条　協議体の構成は、次に掲げる区分から推薦を受けたものをもって組織する。

（１）第１層協議体の構成人員は２０名以内とする。

　　ア　行政関係

　　イ　地域活動団体・個人

　　ウ　社会福祉法人及び福祉団体

　　エ　民間企業

　　オ　介護保険事業者連絡協議会及び地域包括支援センター

　　カ　市民団体及びＮＰＯ団体

　　キ　地域福祉・生活を支援する事業を行うもの

　　ク　その他、本会会長が必要と認めるもの

（２）第２層協議体の構成人員は２０名以内とする。

　　ア　行政関係

　イ　地域活動団体・個人

　ウ　社会福祉法人及び福祉団体

　エ　民間企業

　オ　介護保険事業者連絡協議会及び地域包括支援センター

　カ　市民団体及びＮＰＯ団体

　キ　地域福祉・生活を支援する事業を行うもの

　ク　その他、本会会長が必要と認めるもの

２　協議体にはそれぞれ委員長1名及び副委員長1名を置き、委員の互選により選出する。

３　副委員長は、委員長に事故ある場合その職務を代理する。

（協議体委員の任期）

第７条　委員の任期は、1年とする。ただし、再任を妨げない。

２　補欠により就任した委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３　委員長、副委員長の任期は、委員としての在任期間とする。

（協議体会議）

第８条　本事業を運営するに当たり、協議体会議を置く。
２　協議体会議は年間3回定例で開催し、委員長が招集する。但し、必要に応じて臨時に

会議を開くことができる。

３　協議体会議に議長を置き、委員長がその任にあたる。

（コーディネーターの目的及び役割等）
第９条　登米市が定める活動区域ごとに、関係者のネットワークや既存の取組・組織等も活用しながら、コーディネート業務を実施することにより、地域における生活支援等サービスの提供体制の整備に向けた取組を推進することを目的とする。

２　コーディネーターの果たす役割は次のとおりとする。
　（１）地域ニーズと資源の見える化や問題提起

　（２）地縁組織等多様な団体等への協力依頼などの働きかけ

　（３）関係者のネットワーク化

　（４）目指す地域の姿・方針の共有

　（５）生活支援の担い手の養成やサービス開発

　（６）その他事業の実施に関し必要な業務
（コーディネーター連絡会議）

第10条　本事業を運営するに当たり、コーディネーター連絡会議を置く。
２　コーディネーター連絡会議は定例で開催する。但し、必要に応じて臨時に会議を開く

ことができる。

３　コーディネーター連絡会議に議長を置き、第1層コーディネーターがその任にあたる。

（その他運営についての留意事項）

第11条　職員の資質向上を図るため、次の各号のとおり研修に参加すると共に、知識・技能を深めるため研修の場を設定する。

　（１）国及び県が主催するコーディネーター養成研修の受講
　（２）関係機関・団体が開催する本事業に係る研修
（秘密の保持）
第12条　事業実施にあたり、業務上知り得た個人情報等に関する秘密を保持する。

２　コーディネーター及び協議体構成員は、業務上知り得た個人の秘密を保持しなければならない。また、その職を退いた後も同様とする。

３　前各項の規定に関わらず、サービスの調整及び地域資源開発等で必要があると認めら
れる場合は、本人の了承を得たうえで必要最小限の情報を関係者間で共有することがで
きるものとする。但し、生命に関する危険回避等に必要な場合はその限りではない。
（苦情の対応）

第13条　事業実施にあたり、地域住民等からの苦情対応については、本会福祉サービス苦情解決規程によるものとする。
（その他）

第14条　この規程に定めるもののほか必要な事項は、登米市長と本会会長が協議の上、別に定める。
　　　附　則

　この規程は、平成２８年４月１日から施行する。
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